
議案第４６号 

八幡浜市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例の制定について 

標記条例を次のように制定する。 

令和４年９月６日提出 

八幡浜市長 大 城 一 郎 

 

記 

八幡浜市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例 

八幡浜市職員退職手当支給条例（平成１７年条例第４９号）の一部を次のよう

に改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で

示すように改正する。ただし、改正後の欄に掲げる規定で改正前の欄にこれに対

応するものを掲げていないものは、これを加えるものとする。 

改正後 改正前 

  

（適用範囲） （適用範囲） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 職員以外の者のうち、職員について定められ

ている勤務時間以上勤務した日（法令又は条例若

しくはこれに基づく規定により勤務を要しない

こととされ、又は休暇を与えられた日を含む。第

１０条第２項において「勤務日数」という。）

が１８日（１月間の日数（八幡浜市の休日を定

める条例（平成１７年条例第３号）第１条第１

項各号に掲げる日の日数は、算入しない。）が

２０日に満たない日数の場合にあっては、１８

日から２０日と当該日数との差に相当する日数

を減じた日数。第１０条第２項において「職員

みなし日数」という。）以上ある月が引き続い

て１２月を超えるに至ったもので、その超えるに

至った日以後引き続き当該勤務時間により勤務

することとされているものは、職員とみなして、

この条例（第５条中公務上の負傷若しくは病気

（以下「傷病」という。）又は死亡による退職に

係る部分以外の部分を除く。）の規定を適用する。

ただし、法第２２条の２第１項第１号に掲げる職

員については、この限りでない。 

２ 職員以外の者のうち 職員について定められ

ている勤務時間以上勤務した日（法令又は条例若

しくはこれに基づく規定により勤務を要しない

こととされ、又は休暇を与えられた日を含む。 

                    ）

が１８日                 

                     

                     

                     

                     

                     

           以上ある月が引き続い

て１２月を超えるに至ったもので、その超えるに

至った日以後引き続き当該勤務時間により勤務

することとされているものは、職員とみなして、

この条例（第５条中公務上の負傷若しくは疾病

（以下「傷病」という。）又は死亡による退職に

係る部分以外の部分を除く。）の規定を適用する。

ただし、法第２２条の２第１項第１号に掲げる職

員については、この限りでない。 

３ （略） ３ （略） 

  

（退職手当の調整額） （退職手当の調整額） 

第６条の４ （略） 第６条の４ （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 
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４ 次の各号に掲げる者に対する退職手当の調整

額は、第１項の規定にかかわらず、当該各号に定

める額とする。 

４ 次の各号に掲げる者に対する退職手当の調整

額は、第１項の規定にかかわらず、当該各号に定

める額とする。 

(1) 退職した者のうち自己都合退職者（第３条

第２項に規定する傷病又は死亡によらずにそ

の者の都合により退職した者をいう。以下この

項において同じ。）以外のものでその勤続期間

が１年以上４年以下のもの 第１項の規定に

より計算した額の２分の１に相当する額 

(1) 退職した者のうち自己都合退職者（第３条

第２項に規定する疾病又は死亡によらずにそ

の者の都合により退職した者をいう。以下この

項において同じ。）以外のものでその勤続期間

が１年以上４年以下のもの 第１項の規定に

より計算した額の２分の１に相当する額 

(2)～(4) （略） (2)～(4) （略） 

５ 前各項に定めるもののほか、調整月額のうちに

その額が等しいものがある場合において、調整月

額に順位を付す方法その他のこの条の規定によ

る退職手当の調整額の計算に関し必要な事項は、

別に市長が定める。 

５ 前各項に定めるもののほか、調整月額のうちに

その額が等しいものがある場合において、調整月

額に順位を付す方法その他の本条 の規定によ

る退職手当の調整額の計算に関し必要な事項は、

別に市長が定める。 

  

（失業者の退職手当） （失業者の退職手当） 

第１０条 （略） 第１０条 （略） 

２ 前項の基準勤続期間とは、職員としての勤続

期間をいう。この場合において、当該勤続期間に

係る職員となった日前に職員又は職員以外の者

で勤務日数                

                     

                     

             が職員みなし日数

以上ある月が１月以上あるもの（季節的業務に４

箇月以内の期間を定めて雇用され、又は季節的に

４箇月以内の期間を定めて雇用されていた者に

あっては引き続き当該所定の期間を超えて勤務

したものに限る。）であった者（以下この項にお

いて「職員等」という。）であったことがあるも

のについては、当該職員等であった期間を含むも

のとし、当該勤続期間又は当該職員等であった期

間に次の各号に掲げる期間が含まれているとき

は、当該各号に掲げる期間に該当する全ての期間

を除く。 

２ 前項の基準勤続期間とは、職員としての勤続

期間をいう。この場合において、当該勤続期間に

係る職員となった日前に職員又は職員以外の者

で職員について定められている勤務時間以上勤

務した日（法令又は条例若しくはこれに基づく

規則により、勤務を要しないこととされ、又は

休暇を与えられた日を含む。）が１８日    

以上ある月が１月以上あるもの（季節的業務に４

箇月以内の期間を定めて雇用され、又は季節的に

４箇月以内の期間を定めて雇用されていた者に

あっては引き続き当該所定の期間を超えて勤務

したものに限る。）であった者（以下この項にお

いて「職員等」という。）であったことがあるも

のについては、当該職員等であった期間を含むも

のとし、当該勤続期間又は当該職員等であった期

間に次の各号に掲げる期間が含まれているとき

は、当該各号に掲げる期間に該当する全ての期間

を除く。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

３ （略） ３ （略） 

４ 第１項及び前項の規定による退職手当の支給

に係る退職が定年に達したことその他の規則で

定める理由によるものである職員が当該退職後

一定の期間求職の申込みをしないことを希望す

る場合において、規則で定めるところにより、市

長にその旨を申し出たときは、第１項中「当該各

号に定める期間」とあるのは「当該各号に定める

期間と、求職の申込みをしないことを希望する一

定の期間（１年を限度とする。）に相当する期間

を合算した期間（当該求職の申込みをしないこと

を希望する一定の期間内に求職の申込みをした

ときは、当該各号に定める期間に当該退職の日の

翌日から当該求職の申込みをした日の前日まで

の期間に相当する期間を加算した期間）」と、「当

該期間内」とあるのは「当該合算した期間内」と、

４ 第１項及び前項の規定による退職手当の支給

に係る退職が定年に達したことその他の規則で

定める理由によるものである職員が、当該退職後

一定の期間求職の申込みをしないことを希望す

る場合において、規則で定めるところにより、市

長にその旨を申し出たときは、第１項中「当該各

号に定める期間」とあるのは「当該各号に定める

期間と、求職の申込みをしないことを希望する一

定の期間（１年を限度とする。）に相当する期間

を合算した期間（当該求職の申込みをしないこと

を希望する一定の期間内に求職の申込みをした

ときは、当該各号に定める期間に当該退職の日の

翌日から当該求職の申込みをした日の前日まで

の期間に相当する期間を加算した期間）」と、「当

該期間内」とあるのは「当該合算した期間内」と、
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前項中「支給期間」とあるのは「第４項において

読み替えられた第１項に規定する支給期間」と

し、当該退職の日後に事業（その実施期間が３

０日未満のものその他規則で定めるものを除

く。）を開始した職員その他これに準ずるもの

として規則で定める職員が規則で定めるところ

により、市長にその旨を申し出たときは、当該

事業の実施期間（当該実施期間の日数が４年か

ら第１項及びこの項の規定により算定される期

間の日数を除いた日数を超える場合における当

該超える日数を除く。）は、第１項及びこの項

の規定による期間に参入しない。 

前項中「支給期間」とあるのは「第４項において

読み替えられた第１項に規定する支給期間」と 

する。 

５～１０ （略） ５～１０ （略） 

１１ 第１項、第３項及び第５項から前項までに

定めるもののほか、第１項又は第３項の規定によ

る退職手当の支給を受けることができる者で次

の各号の規定に該当するものに対しては、当該各

号に掲げる金額を、退職手当として、雇用保険法

の規定による技能習得手当、寄宿手当、傷病手当、

就業促進手当、移転費又は求職活動支援費の支給

の条件に従い支給する。 

１１ 第１項、第３項及び第５項から前項までに

定めるもののほか、第１項又は第３項の規定によ

る退職手当の支給を受けることができる者で次

の各号の規定に該当するものに対しては、当該各

号に掲げる金額を、退職手当として、雇用保険法

の規定による技能習得手当、寄宿手当、傷病手当、

就業促進手当、移転費又は求職活動支援費の支給

の条件に従い支給する。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 公共職業安定所、職業安定法第４条第９項

に規定する特定地方公共団体若しくは同法第

１８条の２に規定する職業紹介事業者の紹介

した職業に就くため、又は市長が雇用保険法の

規定の例により指示した同法第５８条第１項

に規定する公共職業訓練等を受けるため、その

住所又は居所を変更する者 同条第２項に規

定する移転費の額に相当する金額 

(5) 公共職業安定所、職業安定法第４条第８項

に規定する特定地方公共団体若しくは同法第

１８条の２に規定する職業紹介事業者の紹介

した職業に就くため、又は市長が雇用保険法の

規定の例により指示した同法第５８条第１項

に規定する公共職業訓練等を受けるため、その

住所又は居所を変更する者 同条第２項に規

定する移転費の額に相当する金額 

(6) （略） (6) （略） 

１２～１６ （略） １２～１６ （略） 

１７ この条の規定による退職手当は、雇用保険

法の規定によるこれに相当する給付の支給を受

ける者に対して支給してはならない。 

１７ 本条 の規定による退職手当は、雇用保険

法の規定によるこれに相当する給付の支給を受

ける者に対して支給してはならない。 

（定義） （定義） 

第１１条 この条から第１８条までにおいて、次

の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

第１１条 本条 から第１８条までにおいて、次

の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 退職手当管理機関 法その他の法令の規定

により職員の退職（この条例その他の条例の規

定により、この条例の規定による退職手当を支

給しないこととしている退職を除く。以下第１

８条までにおいて同じ。）の日において当該職

員に対し懲戒免職等処分を行う権限を有して

いた機関（当該機関がない場合にあっては、懲

戒免職等処分及びこの条から第１８条までの

規定に基づく処分の性質を考慮して市長が別

に定める機関）をいう。ただし、当該機関が退

職後に廃止された場合における当該職員につ

いては、当該職員の占めていた職（当該職が廃

止された場合にあっては、当該職に相当する

(2) 退職手当管理機関 法その他の法令の規定

により職員の退職（この条例その他の条例の規

定により、この条例の規定による退職手当を支

給しないこととしている退職を除く。以下第１

８条までにおいて同じ。）の日において当該職

員に対し懲戒免職等処分を行う権限を有して

いた機関（当該機関がない場合にあっては、懲

戒免職等処分及び本条 から第１８条までの

規定に基づく処分の性質を考慮して市長が別

に定める機関）をいう。ただし、当該機関が退

職後に廃止された場合における当該職員につ

いては、当該職員の占めていた職（当該職が廃

止された場合にあっては、当該職に相当する
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職）を占める職員に対し懲戒免職等処分を行う

権限を有する機関（当該機関がない場合にあっ

ては、懲戒免職等処分及びこの条から第１８条

までの規定に基づく処分の性質を考慮して市

長が別に定める機関）をいう。 

職）を占める職員に対し懲戒免職等処分を行う

権限を有する機関（当該機関がない場合にあっ

ては、懲戒免職等処分及び本条 から第１８条

までの規定に基づく処分の性質を考慮して市

長が別に定める機関）をいう。 

  

附 則 附 則 

  

（基本手当に相当する退職手当に係る給付日数

の延長に関する暫定措置） 

（基本手当に相当する退職手当に係る給付日数

の延長に関する暫定措置） 

１０ 令和７年３月３１日以前に退職した職員に

対する第１０条第１０項の規定の適用について

は、同項中「第２８条まで」とあるのは「第２８

条まで及び附則第５条」と、同項第２号中「 

１０ 令和４年３月３１日以前に退職した職員に

対する第１０条第１０項の規定の適用について

は、同項中「第２８条まで」とあるのは「第２８

条まで及び附則第５条」と、同項第２号中「 

イ 雇用保険法第２２条第２項に規定する厚

生労働省令で定める理由により就職が困難

な者であって、同法第２４条の２第１項第２

号に掲げる者に相当する者として規則で定

める者に該当し、かつ、市長が同項に規定す

る指導基準に照らして再就職を促進するた

めに必要な職業安定法第４条第４項に規定

する職業指導を行うことが適当であると認

めたもの 

イ 雇用保険法第２２条第２項に規定する厚

生労働省令で定める理由により就職が困難

な者であって、同法第２４条の２第１項第２

号に掲げる者に相当する者として規則で定

める者に該当し、かつ、市長が同項に規定す

る指導基準に照らして再就職を促進するた

めに必要な職業安定法第４条第４項に規定

する職業指導を行うことが適当であると認

めたもの 

」とあるのは「 」とあるのは「 

イ 雇用保険法第２２条第２項に規定する厚

生労働省令で定める理由により就職が困難

な者であって、同法第２４条の２第１項第２

号に掲げる者に相当する者として規則で定

める者に該当し、かつ、市長が同項に規定す

る指導基準に照らして再就職を促進するた

めに必要な職業安定法第４条第４項に規定

する職業指導を行うことが適当であると認

めたもの 

イ 雇用保険法第２２条第２項に規定する厚

生労働省令で定める理由により就職が困難

な者であって、同法第２４条の２第１項第２

号に掲げる者に相当する者として規則で定

める者に該当し、かつ、市長が同項に規定す

る指導基準に照らして再就職を促進するた

めに必要な職業安定法第４条第４項に規定

する職業指導を行うことが適当であると認

めたもの 

ウ 特定退職者であって、雇用保険法附則第５

条第１項に規定する地域内に居住し、かつ、

市長が同法第２４条の２第１項に規定する

指導基準に照らして再就職を促進するため

に必要な職業安定法第４条第４項に規定す

る職業指導を行うことが適当であると認め

たもの（アに掲げる者を除く。） 

ウ 特定退職者であって、雇用保険法附則第５

条第１項に規定する地域内に居住し、かつ、

市長が同法第２４条の２第１項に規定する

指導基準に照らして再就職を促進するため

に必要な職業安定法第４条第４項に規定す

る職業指導を行うことが適当であると認め

たもの（アに掲げる者を除く。） 

」とする。 」とする。 

（第２条第２項に規定する者以外の常時勤務に

服することを要しない者に対する暫定措置） 

 

１１ 第２条第２項に規定する者以外の常時勤務

に服することを要しない者の同項に規定する勤

務した月が引き続いて６月を超えるに至った場

合には、当分の間、その者を同項の職員とみな

して、この条例の規定を適用する。この場合に

おいて、その者に対する第３条から第５条まで

の規定による退職手当の額は、これらの規定に

より計算した退職手当の額の１００分の５０に

相当する金額とする。 

 

１２ 前項の規定の適用を受ける者（引き続き同  
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項に規定する者であるものとした場合に、同項

の規定の適用を受けることができた者を含む。）

に対する第７条の２の規定の適用については、

同条中「１２月」とあるのは「６月」とする。 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

（適用期日） 

２ この条例による改正後の八幡浜市職員退職手当支給条例（以下次項及び附則

第４項において「新条例」という。）附則第１０項の規定は、令和４年４月１

日から適用する。 

（経過措置） 

３ 新条例第２条第２項及び第１０条第２項の規定は、この条例の施行の日以後

の期間における退職手当の支給の基礎となる勤続期間の計算について適用し、

同日前の当該期間の計算については、なお従前の例による。 

４ 新条例第１０条第４項後段の規定は、令和４年７月１日以後に同項に規定す

る職員に該当するに至った者について適用する。 

 

提案理由 

雇用保険法等の一部を改正する法律の施行による国家公務員退職手当法の

一部改正の内容に準じた措置を講ずるため。 
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